○東峰村生き・活き基金条例施行規則
平成17年3月28日
規則第40号
改正　　平成17年７月15日規則第87号

平成20年２月18日規則第２号

平成27年３月31日規則第５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   令和５年３月31日規則第3号

 (趣旨)
第1条　この規則は、東峰村生き・活き基金条例(平成17年東峰村条例第59号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
(事業)
第2条　村長は、条例第６条に規定する事業として、次に掲げる各号へ参加し、又は実施するものに対し助成金を交付する事業（以下「事業」という。）を行う。
(1)　先進地(海外を含む。)の視察研修及び地域活性化、生涯学習等のシンポジュームなどへの参加事業
(2)　地域活性化、生涯学習等の研修会、講演会、シンポジュームなどの開催事業
(3)　農林業、商工業等の指導者・後継者育成事業
(4)　先端技術者及び福祉、健康関連技術者等の高度技術者養成事業
(5)　外国語、コミュニティー関連指導者等の指導者育成事業

２　前項各号に掲げる事業は、次の各号のいずれの要件も満たさなければならない。(1)　人材育成や地域活性化のために実施する事業であること。

　(2)　営利を主な目的としない事業であること。

(3)　政治活動又は宗教活動に該当しない事業であること。

３　事業の実施期間は、毎年度４月１日から翌年３月３１日までとする。

４　事業による助成は、１団体または１個人につき、事業内容を問わず３年間で１回に限るものとする。
(助成の対象)
第3条　助成の対象とする経費は、次に掲げる経費とする。
(1)　受講料又は参加費
(2)　旅費(東峰村職員の旅費に関する条例(平成17年東峰村条例第44号)の適用を準用する。)
(3)　研修会、講習会、シンポジューム等の開催に要する経費
(4)　その他村長が必要と認める経費
(助成の対象者)
第4条　助成対象者は、助成対象事業に参加し、又は実施するもので、次の各号のいずれかに該当するものとする。
(1)　本村の住民基本台帳に記載されている者
(2)　本村の区域内に主たる事務所等を有する団体
(事業選考委員会)
第5条　第2条に掲げる事業を公正かつ円滑に行うため、東峰村生き・活き基金事業選考委員会(以下「委員会」という。)を置く。
2　委員会の委員は、別表のとおりとする。
3　委員の任期は、2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
4　委員会の運営に関し、必要な事項は別に定める。
(事業申請)
第6条　事業の採択を受けようとする者は、生き・活き事業実施計画書(様式第1号。以下「事業実施計画書」という。)に、次に掲げる書類を添付して村長に提出しなければならない。
(1)　各種の経費の見積算出資料
(2)　その他村長が必要と認める書類
(採択及び助成金の決定)
第7条　村長は、前条の事業実施計画書を受理したときは、委員会に諮り、助成の適否を決定し、生き・活き事業の採択及び助成金決定通知書(様式第2号)により申請者に通知するものとする。
2　助成金は、予算の範囲内とする。
(事業の採択の取消し)
第8条　村長は、事業の採択を受けた者が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、事業の採択を取り消すものとする。
(1)　事業計画を取りやめるとき。
(2)　不正な手段により交付決定を受けたとき。
(3)　この事業の目的に反すると認められるとき。
(事業実績報告書の提出)
第9条　事業の採択を受けた者は、事業が終了したときは速やかに生き・活き事業実績報告書(様式第3号。以下「事業実績報告書」という。)を作成し、次に掲げる資料等を添付して提出するものとする。
(1)　事業内容のレポート、写真、パンフレット等
(2)　各種経費の明細書及び領収書
(3)　その他村長が必要と認める書類
(助成金の交付)
第10条　村長は、事業実績報告書の提出を受けた後、速やかに助成金を交付する。ただし、必要があると認めるときは助成金決定額の2分の1の範囲内において事業実施前に概算交付することができる。
(事業の経費の増減)
第11条　村長は、事業実績報告書の経費が事業実施計画書の経費を下回ったときは、決定時の割合により助成額の減額をするものとする。
2　前号による助成金の金額が、前条による概算交付額を下回ったときは、助成金の差額の返還を求めるものとする。
3　事業実績報告書の経費が事業実施計画書の経費を上回ったときは、助成決定額を上限とする。
(事業の採択の取消しによる助成金の返還)
第12条　第10条による助成金の概算交付を受けたもので、第8条による事業の採択の取消しを受けたときは、速やかに受け取った助成金の全額を返還しなければならない。
(事務の所管)
第13条　東峰村生き・活き基金に関する事務は、総務課において所管する。
(その他)
第14条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、その都度村長が定める。
附　則
(施行期日)
1　この規則は、平成17年3月28日から施行する。
(経過措置)
2　この規則の施行の日の前日までに、合併前の宝珠山村生き・活き基金条例施行規則(平成5年宝珠山村規則第5号)の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成１７年７月１５日規則第８７号）

この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成２０年２月１８日規則第２号）

この規則は、公布の日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成２７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、従前の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。
　　　附　則(令和５年３月３１日規則第３号)
　この規則は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から施行する。
別表(第5条関係)
	副村長

	教育長

	村議会代表

	農業委員会代表

	区長会長

	公募による（５名以内）


様式第1号(第6条関係)
年　　月　　日
　　東峰村長　様
　　　　　　　　　
住所
氏名又は
団体名代表　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　
生き・活き事業実施計画書
　　　　　　年度東峰村生き・活き事業について事業の採択を受けたいので関係書類を添えて申請します。
	事 業 名
	
	氏名又は
団体名代表
	　

	実施時期
	
	実施場所
	　

	参加者の人数
	男
	人
	計
人
	参加者を下欄に記入のこと。
足りない場合は別紙にて提出

	
	女
	人
	
	

	氏　　　名
	住　　　　所
	性別
	生年月日
	連絡先

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


事業実施の内容
	※　具体的に記入のこと(必要に応じ別紙に記入)


　
　事業経費の見積明細
	内　　　　訳
	金　　額
	備　　　考

	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　


　　添付書類
　　1　各種の経費の見積算出資料
　　2　その他、村長が必要と認める書類
様式第2号(第7条関係)
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
東峰村長　澁　谷　博　昭　　　　　　　　　
生き・活き事業の採択及び助成金決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付けをもって申請があった東峰村生き・活き事業実施計画書の採択について、次のとおり決定したので通知します。
	事 業 名
	
	実施時期
	　

	決定内容
	○採択する
	助成金の決定額
	円

	
	
	(条件)


	
	○却下する
	(理由)


※助成金の交付を受ける場合の注意事項
	報告書の
添付書類
	事業終了後次の書類を提出のこと。
1　事業内容のレポート、写真、パンフレット等
2　各種経費の明細書及び領収書の写し
3　その他村長が必要と認める書類

	事業経費
の増減
	1　報告書の経費が計画書の経費を下回ったときは、助成金決定時の割合により助成額を減額します。
2　減額された助成額が既に支払った概算交付金を下回ったときは、差額を返還することとする。
3　報告書の経費が計画書の経費を上回ったときは上記の助成金を上限とする。

	
	

	事業採択
の取り消
しの場合
	1　事業計画を取り止めるとき。
2　不正な手段により、交付決定を受けたとき。
3　この助成制度の目的に反すると認めたとき。
4　前各号の場合において、既に助成金が交付されているときはその返還を命ずるものとする。


様式第3号(第9条関係)
年　　月　　日
　
　　東峰村長　様
住所
氏名又は
団体名代表
　
生き・活き事業実績報告書
　
　　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号により東峰村生き・活き事業の採択を受けた事業の実績について次のとおり報告します。
	事 業 名
	
	氏名又は
団体名代表
	　

	実施時期
	
	実施場所
	　

	参加者の実数
	男
	人
	計
　人
	参加者実数の一覧表を提出のこと。(交付申請書に準ずる。)

	
	女
	人
	
	

	報告書の添付書類
	　1　事業内容のレポート、写真、パンフレット等
　2　各種経費の明細書及び領収書の写し
　3

　4

　5


　※　添付書類については規則第9条を参照のこと。
